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教員養成学部生における教職志望変化のパターンと
自他への信頼の関連

若松養亮（滋賀大学）
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問題と目的

教育学部に入学しても，教職を選択するとは限

らなく，また志望意識も変動する。筆者はこれま

で教職志望意識の個人差と，学生が自身の力量，

教師という職業，そこで関わる他者への信頼との

関連を検討してきた（発心 ，教心 ）。本

報告では 年間の縦断調査データから，その変動

のパターンと上記の信頼との関連を検討した。

方 法

調査の概要

国立大学教員養成学部の 年度入学生に対

して， ～ 年次は秋に， 年次は 月に質問紙を

実施し，その場で回収した。有効回答は各年次 ，

， ， 名で，４時点通して教職志望度を

回答したのは 名（うち女性は 名）であった。

調査は無記名で行い，属性で突合した。

調査の内容

教職（保育士含む）の志望度は回答時点，およ

び転機となる時点（教育実習の前・後など）を想

起させ，「 ぜひ目指そうと思う」～「 目指そう

と思わない」の 件法で評定させた。

自他への信頼は，最も希望する（または最も身

近な）校種を１つ想定させ，提示した各項目に「

そう思う」～「 そう思わない」の 件法で評定

させた。本報告では， 年間通して評定させた「教

職への不信」，「能力への信頼」，「同僚への信頼」，

「生徒への信頼」，の 指標を取り上げる。

結 果

教職志望変動のパターン

教職志望意識の評定を，入学時，２年次秋，３

年次 月（実習前），３年次 月（実習後），４年

次４月（採用試験出願前）の５時点についてクラ

スタ分析（ 法）にかけ，６クラスタ解を得た。

Figure 1 に示すように，一貫高志望群（ 名），中

途に低下群（ 名），一貫非志望群（ 名），すぐ

に非志望群（ 名），転向志望群（ 名），志望度

弱化群（ 名）と命名した。

自他への信頼の得点化と比較

自他への信頼の４つの下位尺度について，用意

した項目を主成分分析にかけ，得点を得た。いず

れも１成分にまとまった。ただし「生徒への信頼」

のみ２年次の測定値がない。

次にこの得点を６クラスタ×４時点で比較を行

い，対応あり１要因（想起した時点）を含む２元

配置の分散分析を行った結果を以下に述べる。

まず「教職への不信」では，時点の主効果が有

意ではなく，群の主効果が有意（ ）

）であった。一貫非志望群とすぐに非志望

群が全時点を通じて高かった。「能力への信頼」に

おいても時点の主効果は有意ではなく，群の主効

果が有意（ ） ）であった。

一貫高志望群と転向志望群が上昇基調であるのに

対して，一貫非志望群は低く，志望度弱化群は２

年次から３年次にかけて低下していた（Figure 2）。

「同僚への信頼」については時点の主効果が有

意でなく，群の主効果は有意傾向（ ）

）であった。志望度が最終的に高い２群にお

いても，成分得点の平均値は０付近の値であった。

最後に「生徒への信頼」は，時点の主効果が有意

でなく，群の主効果は有意（ ） ）

であった。単純主効果の検定では１年次のみ有意

で，非志望の 群が低い値であったが，３年次・

４年次と向上し，有意差ではなくなっていた。

考 察

４つの指標のなかでは自身の能力に信頼がもて

ることが重要と推測される。信頼がもてない場合

でも教職を志望する要因や，他の信頼との補完関

係についても検討することが課題となる。
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援助要請態度と援助者の探索過程（ ）
―若者に対する自殺予防教育の実践と効果測定―

太田 仁（奈良大学）
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問 題

自殺対策白書（厚生労働省， ）で 歳 歳の死

因の 位は「自殺」であることが指摘された。 年

には文部科学省により「子供に伝えたい自殺予防－学

校における自殺予防教育導入の手引き」が示され，さ

まざまな自殺予防プログラムが学校現場で展開されて

いる。しかし，中学卒業後（ 歳以上）の若年者につ

いては，上記の学校ベースでの予防教育は難しく，特

に大学では 年から大学生の死因の 位を占め，

自殺者の 割は保健管理センターなどの相談機関を

利用することなく自死に至っている（内田， ）。自

殺の危険性は「自殺の潜在能力」「所属感の減弱」「負

担感の知覚」の３つの要因が重なることで高まるとさ

れている（ジョイナー， ）。ハイリスク行動を自律

し，価値ある存在である実感を得られる支えあえる他

者との関係性の構築が求められる。

援助要請態度は，他者が問題解決してくれることを

目的とする依存的援助要請と独力で解決する方法を学

ぶことを目的とする自律的援助要請（ ， ）

が知られている。太田・阿部（ ）は，これら２つ

の援助要請を叶えてくれる援助者の探索方略として関

係志向的な援助要請の所在を明らかにしている（

）。援助希求的態度は自殺の対人関係理論（ジョイナ

ー， ）と対応するこれら３つの援助要請態度の共

通部分と考えられる。本報告は，若年者の援助希求態

度の促進を目的とした自殺予防プログラムの効果検証

を通じて援助要請態度の構造を明らかにする嚆矢とす

る。

方 法

自殺予防プログラムは，効果検証が進んでいる

（川野ら， ）を大学生用にアレンジして用いた。

効果測定には，白神ら（ ）の 実証研究に用い

られたテストバッテリーの一部を使用し項目表現を大

学生用に改変して使用した。具体的には，１．セルフ

モニタリングスキル（東海林ら， ）・レジリエン

ス尺度（石毛・無藤， ）２．大人への相談に対す

るポジティブな態度を尋ねる項目３．「困っていること

を解決するために，援助を求める態度について尋ねる

項目４．相談せずに自分だけで解決しようとする傾向

について尋ねる項目５．配慮のスキル（河村， ）

６．学校適応感（石田， ）を用いた。

実施場所と時期；実施については筆者が担当する全

学共通選択科目の講義（＝ 月第２週から 月第 週

までの（ 分× 回）」において教室内で実施した。

対象学生（全員女性）は， 年生 名， 年生 名，

年生 名， 年生 名 の 名過半数の回答に不備

のあった 名を除いた 名を分析対象とした。

結果と考察

各変数のプログラム実施前後の平均値を算出し 検

定の結果有意な差が確認された（ ）。

自分の内的状態をとらえ他者との関係性を忖度する指

標である「セルフモニタリング」「配慮のスキル」得点

の上昇は関係志向的援助要請の促進と理解できよう。

その結果「他者への相談にポジティブ」になり，依存

的な援助要請を通じて自律的援助要請への展望を得る

ことにより学校適応感が上昇したと考えられる。これ

らを土台として援助希求態度が上昇し，その反面他者

に相談することなく問題を個人で解決しようとする

「自助努力」が低下しことから本プログラムが援助希

求的援助要請態度の形成に寄与したと考えられる。今

後は，援助希求態態度の構造を明らかにしつつ他の援

助要請態度と関連性をより明らかにする必要がある。

変数名 平均 平均 値
１．セルフモニタリング
２．ポジティブな態度
３．自助努力
４．援助欲求態度 †
５．配慮のスキル

６．学校適応感

<.05 †

Table１　GRIP事前事後の援助希求態度の変化
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